
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■平成 27 年度予算執行状況■ 

市の 財 政 状 況
市民の皆さんに納めていただいた税金の使い道や、市の財政がどのようになっているかを条例に基づき年

2 回公表しています。今回は、平成 27 年度上半期（平成 27 年 9 月 30 日現在）の執行状況を公表します。

一 般 会 計 市民生活に関わりの深い福祉や教育、道路・公園の整備など幅広い範囲の
事業を行なう会計です。 

予 算 額 650 億 4,618 万円 

収入済額 266 億 3,712 万円 (収入率：41.0％) 

支出済額 255 億 8,990 万円 (執行率：39.3％) 

 歳入
科 目 予 算 額 収入済額 収入率

市 税 269億5566万円 147億9299万円 54.9%
地方譲与税･ 交 付金 41億8,200万円 24億6,133万円 58.9%
地 方 交 付 税 66億　　　 万円 46億1,941万円 70.0%
分 担 金 及 び 負 担 金 9億6,582万円 2億3,739万円 24.6%
使 用 料 及 び 手 数 料 10億8,561万円 6億9,254万円 63.8%
国 庫 支 出 金 71億7581万円 24億2480万円 33.8%
県 支 出 金 37億3282万円 3億8916万円 10.4%
財 産 収 入 5億2903万円 8,949万円 16.9%
寄 附 金 1億7,182万円 2億8,155万円 163.9%
繰 入 金 22億2891万円 0円 0.0%
繰 越 金 7億5333万円 0円 0.0%
諸 収 入 40億6827万円 6億4,846万円 15.9%
市 債 65億9710万円 0円 0.0%

合 計 650億4618万円 266億3712万円 41.0%

歳出
科 目 予 算 額 支出済額 執行率

民 生 費 179億3705万円 68億8727万円 38.4%
公 債 費 71億5083万円 35億5532万円 49.7%
土 木 費 90億4098万円 33億1514万円 36.7%
総 務 費 96億9717万円 30億2084万円 31.2%
教 育 費 60億7045万円 22億7576万円 37.5%
衛 生 費 65億5227万円 21億5193万円 32.8%
労 働 費 20億5869万円 20億2045万円 98.1%
消 防 費 33億6804万円 12億2683万円 36.4%
農 林 水 産 業 費 12億4722万円 5億5170万円 44.2%
商 工 費 15億2090万円 3億9614万円 26.0%
議 会 費 3億5257万円 1億8842万円 53.4%
予 備 費 5000万円 0円 0.0%
災 害 復 旧 費 1万円 0円 0.0%

合 計 650億4618万円 255億8990万円 39.3%

昨年度同時期比：予算額は 17 億 9,899 万円（2.84％）の増で、収入済額は 3 億 2,819 万円（1.25％）の増、支出

済額は 4 億 4,588 万円（1.71％）の減です。 



会　計　名 現　在　高
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起 債 残 高 特 別 会 計 

返済しなければならない借入金の残高です。 目的を定めて、特定の収入で特定の事業を行う会計です。

※ 広瀬・岩室・虫生・万瀬の 4 財産区を管理するための会計の合計です。

企 業 会 計 
利用する方からの料金で事業を行なう独立
採算制を原則とした会計です。 

市税負担金額 

一般会計における市税の収入済額をもとに
算出しました。(法人分を含んでいます。) 

一 時 借 入 金 

使われた金額 市 有 財 産 

収益的収支とは･･･事業で得られた料金などの収入と必要な経費の支出のことです。 
資本的収支とは･･･施設や設備を整備するための補助金や借入金などの収入と整備費など 

の支出のことです。 

 人 口 ： １７万  ７１５人  

世 帯 ：  ６万４，８５８世帯 

(平成27年9月30日現在) 

年度の途中で一時的にお金が足りなくなっ
た際に借り入れ、その年度の内に返済する
お金のことです。 

※基金とは、条例に基づいて積み立てた
市の貯金のことです。 

一般会計における支出総額をもとに算出
しました。 

一人当たり 8万6,653円
(昨年度同時期比：3,575円減)

一世帯当たり 22万8,083円
(昨年度同時期比：1万2,628円減)  

一人当たり 14万9,898円
(昨年度同時期比：2,558円減)

一世帯当たり 39万4,551円
(昨年度同時期比：1万2,169円減)  

会計名 予算額 収入済額 支出済額
駐車場事業 8,213万円 4,282万円 3,899万円

国民健康
保険事業

198億3,795万円 80億7,301万円 83億5,327万円

後期高齢者
医療事業

14億4,283万円 5億4,959万円 3億6,855万円

介護保険事業 114億6,857万円 49億3,348万円 45億2,499万円

農集集落
排水事業

1億7,417万円 8,419万円 6,849万円

公共下水道
事　　　業

63億5,693万円 27億9,020万円 26億　601万円

財　産　区 ※　 113万円 3万円 21万円

合　　　計 393億6,371万円 164億7,332万円 159億6,051万円

区　分 数量または金額

土　地 488万9,522㎡

建　物 51万3,014㎡

　基　金 ※　 140億3,010万円

有価証券 8億4,918万円  

水道事業

予 算 額 収入済額 予 算 額 支出済額

収益的 27億8,136万円 12億6,040万円 26億3,858万円 7億5,918万円

資本的 6億6,411万円 2,183万円 15億5,807万円 4億1,015万円

病院事業

予 算 額 収入済額 予 算 額 支出済額

収益的 157億7,554万円 74億　637万円 160億5,463万円 59億6,460万円

資本的 12億9,914万円 4億　722万円 22億3,326万円 8億1,636万円

区 分

区 分

収　　入 支　　出

収　　入 支　　出

一般会計
種　　　類 現　在　高

 臨時財政対策債 ※ 257億2,080万円

 土木債 102億5,738万円
 衛生債 58億4,374万円
 教育債 40億5,276万円
 減税補てん債 14億8,517万円
 その他 54億8,241万円

合　　　　　計 528億4,226万円
(昨年度同時期比：25億9,030万円減)

特別会計
種　　　類 現　在　高

 公共下水道事業 377億8,518万円

 農業集落排水事業 11億8,572万円
 駐車場事業 6億4,221万円

合　　　　　計 396億1,311万円
(昨年度同時期比：16億　920万円減)

企業会計
種　　　類 現　在　高

 病院事業 142億6,786万円

 水道事業 73億4,668万円

合　　　　　計 216億1,454万円
(昨年度同時期比：10億7,845万円減)

全会計の合計 1,140億6,991万円
(昨年度同時期比：20億5,955万円減)

一人あたりの起債残高
68万  10円

(昨年度同時期比：1万1,821円減)

※ 国の財源が不足していることにより地方交付税が満額

　交付されない場合に、地方公共団体が自ら借入れを行

　なうことのできる地方債です。

 


